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証券コード　8081
平成28年６月７日

株　主　各　位
〒105-8687 東京都港区新橋四丁目22番４号

代表取締役社長 宮　森　　学
第166回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第166回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）までに到着するよう折り返しご送付ください
ますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区新橋四丁目22番４号　株式会社カナデン本社５階会議室

 (末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)
３．目 的 事 項

報 告 事 項  １．第166期（自平成27年４月１日至平成28年３月31日）
 事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

 ２．第166期（自平成27年４月１日至平成28年３月31日）
 計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 監査役４名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎招集通知に掲載しております事業報告、連結計算書類並びに計算書類及び株主総会参考書類の記載
事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.kanaden.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。

－ 1 －

招集ご通知
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提供書面
事　 業　 報　 告

（自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日）

１．企業集団の現況
　⑴　当事業年度の事業の状況
　　①　事業の経過及び成果

　当事業年度における当社グループを取り巻く事業環境は、再生可能エネルギー、省エネ
需要が継続するなど、概ね堅調に推移しましたが、年度後半からは中国をはじめとする新
興国経済の減速の影響により、企業の設備投資の先送りや輸出の減少等不透明な状況とな
りました。
　このような状況下、当社グループは、3ヵ年中期経営計画『CI・A－３（Challenge & 
Innovation・Action）』を新たにスタートさせ、今後も成長が見込まれる環境・エネル
ギー関連分野に注力し、高付加価値なシステム・ソリューションビジネスの展開による基
幹ビジネスの強化と、ニュービジネスの拡大に鋭意取り組んでおります。
　これらの取り組みにより、FA分野におけるシステム・ソリューションビジネスの拡大
や、ビル設備分野並びに、インフラ分野における受変電設備案件は順調に推移しました。
　一方、情通・デバイス分野における電子デバイスは、海外需要の低迷により減少しました。
　その結果、連結売上高につきましては120,534百万円（前年度比1.2％減）となりました
が、経常利益につきましては4,378百万円（前年度比3.7％増）、親会社株主に帰属する当
期純利益につきましては2,844百万円（前年度比6.6％増）とそれぞれ過去最高益となりま
した。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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　　②　事業区分別の営業の概況 (単位：百万円)

事 業 区 分 別
第165期

(平成26年４月１日～平成27年３月31日)
第166期

(平成27年４月１日～平成28年３月31日)

金 額 構成比 金 額 構成比

F A シ ス テ ム 43,256 35.5％ 42,293 35.1％
ビ ル 設 備 16,317 13.4％ 16,390 13.6％
イ ン フ ラ 31,890 26.1％ 34,645 28.7％
情 通 ・ デ バ イ ス 30,545 25.0％ 27,206 22.6％

売 上 高 合 計 122,009 100.0％ 120,534 100.0％
（注）百万円未満は切捨てて表示しております。

（ＦＡシステム）
　ＦＡ分野では、主力のコントローラー、駆動制御機器が半導体装置メーカーや食品業界を
中心とした機械装置メーカー向けに順調に推移しました。
　産業メカトロニクス分野では、いわゆる省エネ補助金制度を活用した設備導入が活発であ
ったことにより、放電加工機・レーザ加工機が好調に推移しました。
　一方、産業システム分野では、前年度に船舶向け電気設備の大型案件があったことが影響
し、大幅な減少となりました。
　その結果、当該事業としては2.2％の減収となりました。

（ビル設備）
　冷熱機器分野では、省エネを目的とした更新需要に支えられ、低温機器は順調に推移しま
したが、空調機器、住宅設備機器は減少しました。
　設備機器分野では、情報・通信事業者の設備投資意欲を背景に受変電設備が増加し、入退
管理設備も案件が増加しましたが、昇降機は前年度割れとなりました。
　その結果、当該事業としては0.4％の微増とほぼ前年度並みとなりました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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（インフラ）
　交通分野では、車両部品が投資案件の端境期で苦戦しましたが、列車無線、受変電設備は
大口案件があり大幅な増加となりました。
　社会システム分野では、官公庁向ビジネスは低調に推移しましたが、再生可能エネルギー
関連ビジネスとして太陽光発電システムが堅調に推移しました。
　その結果、当該事業としては8.6％の増収となりました。

（情通・デバイス）
　情報通信分野では、セキュリティに関する需要継続により、画像映像システムが堅調に推
移しました。
　半導体・デバイス分野では、パソコン等の需要減少に伴い、ハードディスクドライブ用の
IC・メモリが低調に推移しました。また、産業用パワーデバイスも中国における設備投資鈍
化の影響を受け低調に推移しました。
　その結果、当該事業としては10.9％の減収となりました。

　⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　　　　分
第163期

(自平成24. 4 . 1
至平成25. 3 .31)

第164期

(自平成25. 4 . 1
至平成26. 3 .31)

第165期

(自平成26. 4 . 1
至平成27. 3 .31)

第166期

(自平成27. 4 . 1
至平成28. 3 .31)

売 上 高（百万円） 109,462 120,410 122,009 120,534
経 常 利 益（百万円） 2,957 3,834 4,223 4,378
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益（百万円） 1,933 2,178 2,667 2,844

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 56.09 63.19 78.93 94.34
総 資 産（百万円） 71,473 76,897 77,768 81,637
純 資 産（百万円） 35,897 37,937 37,238 38,469
１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 1,040.08 1,100.59 1,234.76 1,275.48

－ 4 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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　⑶　重要な親会社及び子会社の状況
　　①　重要な親会社の状況
　　　　該当ありません。
　　②　重要な子会社の状況

会　　　社　　　名 資　本　金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社東北カナデンテレコムエンジニアリング 10百万円 100.00％ 通信機械器具・電子機械器具の販
売・設計・工事及び保守

カ ナ デ ン サ プ ラ イ 株 式 会 社 10百万円 100.00％ 産業機械器具及び部品の販売

カ ナ デ ン 冷 熱 プ ラ ン ト 株 式 会 社 30百万円 100.00％ 空調・低温・電気設備の設計・施
工及び保守

テ ク ノ ク リ エ イ ト 株 式 会 社 20百万円 100.00％ コンピュータソフトウェアの設計開発
株 式 会 社 カ ナ デ ン テ レ シ ス 20百万円 100.00％ 移動体通信機器の販売及び保守

株式会社カナデンテレコムエンジニアリング 30百万円 100.00％ 通信機器・電子応用機器の販売・
工事及び保守

株 式 会 社 カ ナ デ ン ブ レ イ ン 100百万円 86.27％ コンピュータの販売・ソフトウェ
アの開発及びサービス

株式会社カナデンテクノエンジニアリング 50百万円 100.00％ 照明器具の設計・工事及び保守
科 拿 電 （ 香 港 ） 有 限 公 司 350万香港ドル 100.00％ 半導体・デバイス等の販売
KANADEN CORPORATION SINGAPORE PTE. LTD. 100万シンガポールドル 100.00％ 半導体・デバイス等の販売

科 拿 電 国 際 貿 易 （ 上 海 ） 有 限 公 司 260万USドル 100.00％ 半導体・デバイス及びＦＡ機器、
産業メカトロニクス機器の販売

KANADEN（THAILAND）CO., LTD. 1,000万タイバーツ 49.00％ 産業メカトロニクス機器及びＦ
Ａ機器の販売

　　③　その他
　当社は、三菱電機株式会社の関連会社で、同社は当社の株式7,505千株（自己株式を控
除した持株比率24.90％）を保有しております。
　なお、当社と同社との当事業年度中の取引は、当社単体の売上高の1.57％、仕入高の
60.45％の割合を占めております。

－ 5 －

重要な親会社及び子会社の状況
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　⑷　対処すべき課題
　当社グループは、経済情勢や事業環境の変化に対応し、カナデングループ長期経営構想－
カナデンビジョン＜KV2020＞－の実現に向け、カナデングループ理念の実践を基本方針と
する3ヵ年中期経営計画『CI・A－3（Challenge & Innovation・Action）』に鋭意取り組
んでおります。
　中期経営計画では、“Action”「“実績”に結び付ける“行動”」を最重要テーマとし、国内外
のグループ企業及びパートナー企業との連携をより一層強化し、強いビジネスモデルの創造
を図ってまいります。さらに、公明正大な経営を実践するため、コーポレート・ガバナンス
体制をより一層強化するとともに、社員一人ひとりが倫理・遵法意識を高く持ち、健全で誠
実な事業活動を実践し、堅実性と成長性を併せ持った「健全な経営」を確実に推し進めてま
いります。

－ 6 －

対処すべき課題



招
集
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/05/26 9:34:02 / 15173194_株式会社カナデン_招集通知（Ｃ）

　⑸　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
　当社グループの事業は、ＦＡ、産業メカトロニクス、産業システム、設備機器、冷熱機器、
交通、社会システム、半導体・デバイス、情報通信など幅広い分野にわたっております。
　また、当社グループは、システム・ソリューションビジネスを積極的に展開するとともに、
スマート社会実現のため、安全・安心をキーワードに省エネ、再生可能エネルギー、環境関
連製品を豊富に取り扱っております。
　なお、各事業区分別における主要な事業内容は下表のとおりであります。
事　業　区　分 主　要　な　事　業　内　容

Ｆ Ａ シ ス テ ム
ＦＡシステム事業は、製造ラインの品質・生産性向上に貢献するコントローラシ
ステムをはじめとするＦＡ機器、微細加工に対応するレーザー加工機、放電加工
機等のメカトロニクス商品を販売しております。

ビ ル 設 備 ビル設備事業は、無停電電源装置、昇降機、ビル管理システム等のほか、省エネ
化を踏まえた空調機器、住宅設備機器、低温機器等を販売しております。

イ ン フ ラ
インフラ事業は、交通事業者向けに変電電力設備、太陽光発電設備、ＬＥＤ機器、
情報通信機器及び車両用電機品等を販売するほか、社会基盤整備に貢献する交通
安全システム、航空管制システム、地域防災システム、大型映像システム等を販
売しております。

情 通 ・ デ バ イ ス
情通・デバイス事業は、様々なニーズや課題に応じたセキュリティシステムや映
像システム等、また、情報通信機器、自動車、産業機器に不可欠なマイコンを中
心とする半導体、電子デバイス部品等を販売しております。

－ 7 －

主要な事業内容
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　⑹　主要な事業所（平成28年３月31日現在）
　　①　当社

名　　　　　　　　称 所　　　　　在　　　　　地
本 店 東京都港区
関 西 支 社 大阪府大阪市
九 州 支 店 福岡県北九州市
中 部 支 店 愛知県名古屋市
東 北 支 店 宮城県仙台市
神 奈 川 支 店 神奈川県横浜市
北 関 東 支 店 埼玉県さいたま市

　　②　子会社
名　　　　　　　　称 所　　　　　在　　　　　地

株式会社東北カナデンテレコムエンジニアリング 宮城県仙台市
カ ナ デ ン サ プ ラ イ 株 式 会 社 東京都港区
カ ナ デ ン 冷 熱 プ ラ ン ト 株 式 会 社 東京都港区
テ ク ノ ク リ エ イ ト 株 式 会 社 大阪府大阪市
株 式 会 社 カ ナ デ ン テ レ シ ス 大阪府大阪市
株 式 会 社 カ ナ デ ン テ レ コ ム エ ン ジ ニ ア リ ン グ 東京都港区
株 式 会 社 カ ナ デ ン ブ レ イ ン 東京都港区
株 式 会 社 カ ナ デ ン テ ク ノ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 東京都港区
科 拿 電 （ 香 港 ） 有 限 公 司 中華人民共和国香港特別行政区
KANADEN CORPORATION SINGAPORE PTE. LTD. シンガポール共和国
科 拿 電 国 際 貿 易 （ 上 海 ） 有 限 公 司 中華人民共和国上海市
K A N A D E N （ T H A I L A N D ） C O . ,  L T D . タイ王国バンコク市

－ 8 －

主要な事業所



招
集
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/05/26 9:34:02 / 15173194_株式会社カナデン_招集通知（Ｃ）

　⑺　使用人の状況（平成28年３月31日現在）
　　①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
789名 16名増

（注）使用人数には、企業集団以外からの出向者を含み、企業集団以外への出向者及び休職者は含んでおりませ
ん。

　　②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

572名 ６名増 41.9歳 18.2年
（注）使用人数には、他社からの出向者を含み、他社への出向者及び休職者は含んでおりません。

　⑻　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、当社元社員による旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律違反
行為により、平成28年4月14日から同年6月12日までの間、国土交通省から建設業法に基づ
く営業停止処分を受けました。
　当社は、この処分を厳粛に受け止め、コンプライアンス体制をより一層強化し、再発防止
の徹底を図り、信頼回復に努めてまいります。

－ 9 －

使用人の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の状況
　⑴　株式の状況（平成28年３月31日現在）
　　①　発行可能株式総数 90,000,000株
　　②　発行済株式の総数 30,310,000株
　　③　株主数 11,704名
　　④　大株主（上位10名）

株 主 名
当社への出資状況

持　　株　　数 持　株　比　率
三 菱 電 機 株 式 会 社 7,505千株 24.90％
カ ナ デ ン 取 引 先 持 株 会 2,687千株 8.92％
CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL 1,634千株 5.42％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,304千株 4.33％
カ ナ デ ン 従 業 員 持 株 会 864千株 2.87％
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 751千株 2.49％
三 菱 倉 庫 株 式 会 社 656千株 2.18％
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 653千株 2.17％
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 600千株 1.99％
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 559千株 1.85％
（注）持株比率は自己株式（164,637株）を控除して計算しております。

－ 10 －

株式の状況
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　⑵　会社役員の状況
　　①　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

会社における地位 氏　　　　　名 担当及び重要な兼職
取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

み や

宮
も り

森 　
まなぶ

学 設備事業部長
交通事業部長

常 務 取 締 役
し ま

島
も と

本
か ず

和
の り

徳
経理財務室長
コンプライアンス室長
経営戦略室長
株式会社寺岡製作所 社外監査役

取 締 役
やなぎ

柳
だ

田
ま さ

雅
ひ で

英 三菱電機株式会社 営業本部 事業企画部長

取 締 役
じ ん

神
 

　
たけし

毅 当社顧問弁護士
日本食品化工株式会社 社外監査役

取 締 役
ひ ら

平
き

木 　
ひとし

仁
関西支社長
テクノクリエイト株式会社 代表取締役社長
株式会社カナデンテレシス 代表取締役

取 締 役
う め

梅
ざ き

崎
あ き

昭
み つ

光 設備事業部副事業部長
カナデン冷熱プラント株式会社 代表取締役社長

取 締 役
つ ね

恒
か わ

川
ゆ き

幸
お

夫 経営戦略室副室長

取 締 役
も と

本
は し

橋
の ぶ

伸
ゆ き

幸
ＦＡ事業部長
カナデンサプライ株式会社 代表取締役社長
科拿電国際貿易（上海）有限公司董事長
KANADEN（THAILAND）CO., LTD. 代表取締役

監 査 役 （ 常 勤 ）
ふ じ

藤
ま

間
た か

孝
お

雄

監 査 役 （ 常 勤 ）
す ぎ

杉
や ま

山
み ち

通
と

人

監 査 役
む ら

村
お か

岡 　
みのる

実 三菱電機株式会社 営業本部 事業企画部
代理店グループマネージャー

監 査 役
の

野
み

見
や ま

山 　 　 　
ゆたか

豊 株式会社寺岡製作所 常勤監査役

－ 11 －
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（注）１．取締役柳田雅英氏及び取締役神　毅氏は、社外取締役であります。
２．取締役神　毅氏は、当社と顧問弁護士契約を締結しておりますが、その報酬額は僅少であり、独立性

を損なうものではありません。
３．監査役村岡　実氏及び監査役野見山　豊氏は、社外監査役であります。
４．監査役藤間孝雄氏及び監査役野見山　豊氏は、下記のとおり財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
・監査役藤間孝雄氏は、当社において長年にわたり経理業務の経験を重ねており、当社経理・財務部

門の執行責任者を歴任するなど財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
・監査役野見山　豊氏は、株式会社寺岡製作所の監査役であり、同社管理部門の要職を歴任するな

ど、経営に対し高い見識を有するものであります。
５．平成27年８月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

・常務取締役　島本和徳　経理財務室長　兼　コンプライアンス室長　兼　経営戦略室長　兼　中
部支店長　兼　東北支店長

６．平成27年11月13日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。
・取締役社長　宮森　学　設備事業部長　兼　交通事業部長

７．平成28年２月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。
・常務取締役　島本和徳　経理財務室長　兼　コンプライアンス室長　兼　経営戦略室長

８．平成28年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。
・常務取締役　島本和徳　経理財務室長　兼　経営戦略室長

９．平成28年５月13日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。
・取締役社長　宮森　学
・常務取締役　島本和徳　経理財務室長
・取　締　役　梅崎昭光　設備事業部長
・取　締　役　恒川幸夫　経営戦略室長

10．監査役村岡　実氏は、平成28年４月１日付で三菱電機株式会社四国支社ＦＡシステム部長の職に就
いております。

11．当社は、取締役神　毅氏及び監査役野見山　豊氏を株式会社東京証券取引所に対して、両氏を独立
役員とする独立役員届出書を提出しております。

－ 12 －

会社役員の状況
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　　②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

10名
（ 　1名）

143百万円
（ 　3百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名
（  　1名）

37百万円
（  　1百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

13名
（  　2名）

180百万円
（  　4百万円）

（注）１．上記の支給額には、平成27年６月26日開催の第165回定時株主総会終結の時をもって退任した取締
役３名が含まれております。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成24年６月28日開催の第162回定時株主総会において年額300百万円以内

（但し、使用人分給与及び賞与は含まない）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、平成24年６月28日開催の第162回定時株主総会において年額50百万円以内

と決議いただいております。
５．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度中に役員賞与として費用処理した77百万円

－ 13 －
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　　③　社外役員に関する事項
　　　１．取締役　柳田　雅英
　　　　イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係
三菱電機株式会社営業本部事業企画部長を兼務しております。
当社は、三菱電機株式会社の関連会社で、同社は当社の株式7,505千株（自己株
式を控除した持株比率24.90％）を保有しております。

　　　　ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人等の関係
該当する重要な事項はありません。

　　　　ハ．当事業年度における主な活動状況
取締役就任後に７回開催された取締役会の全てに出席し、当社の大株主である三
菱電機株式会社営業本部の立場からグループ企業の取締役会に参画しております。

　　　２．取締役　神　毅
　　　　イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係
該当する重要な事項はありません。

　　　　ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人等の関係
日本食品化工株式会社の社外監査役を兼任しております。
当社は、日本食品化工株式会社との間には特別な関係はありません。

　　　　ハ．当事業年度における主な活動状況
取締役就任後に７回開催された取締役会の全てに出席し、弁護士の専門的見地か
ら取締役会に参画しております。

－ 14 －

会社役員の状況
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　　　３．監査役　村岡　実
　　　　イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係
三菱電機株式会社営業本部事業企画部代理店グループマネージャーを兼務してお
ります。
当社は、三菱電機株式会社の関連会社で、同社は当社の株式7,505千株（自己株
式を控除した持株比率24.90％）を保有しております。

　　　　ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人等の関係
該当する重要な事項はありません。

　　　　ハ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度に11回開催された取締役会の全てに出席し、また７回開催された監査
役会の全てに出席し、当社の大株主である三菱電機株式会社営業本部事業企画部
の立場からグループ企業の経営を監査しております。

　　　４．監査役　野見山　豊
　　　　イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係
株式会社寺岡製作所の常勤監査役を兼務しております。
当社は、株式会社寺岡製作所との間には特別な関係はありません。

　　　　ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人等の関係
該当する重要な事項はありません。

　　　　ハ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度に11回開催された取締役会の全てに出席し、また７回開催された監査
役会全てに出席し、財務会計を中心に高い見識から当社経営の監査をしておりま
す。

－ 15 －
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　⑶　会計監査人の状況
　　①　名称 有限責任監査法人トーマツ

　　②　報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 41百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合
計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積の算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を
いたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、科拿電（香港）有限公司、KANADEN CORPORATION
SINGAPORE PTE. LTD.、科拿電国際貿易（上海）有限公司、KANADEN(THAILAND)CO.,LTD.
は、当社の会計監査人以外の監査を受けております。

　　③　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外である、役員・幹部
社員向け社内研修についての対価を支払っております。

　　④　会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨
及びその理由を報告いたします。
　なお、取締役が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会
に請求し、監査役会はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定
いたします。

－ 16 －

会計監査人の状況
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　⑷　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　　①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　１．当社は、役員及び従業員が法令を遵守し社会規範に則った事業活動を行うために企業

倫理ガイドラインを定め、あらゆる機会を通じ教育を行う。
　　　２．当社は、反社会的勢力及び団体に対し、企業倫理ガイドラインをもって関係拒絶の姿

勢を明確にし、これを実行する。
　　　３．当社は、役職者が法令及び定款に適合した職務執行をすることを確保するために職務

権限規程を定め、各職位に対する責任と権限を明確にする。
　　　４．当社は、本社総務部門、人事部門、法務部門並びに顧問弁護士を窓口とした企業倫理

ホットラインを設け、法令・定款等の違反行為を未然に防止するとともに、違反行為
が発生した場合には、迅速かつ適切な是正措置を講ずる。

　　　５．当社は、稟議規程を定め、職務権限規程に則った責任と権限の明確化を促し、確認を
保証し、記録を行い、その保存及び管理を通じて業務の適正を確保する。

　　　６．当社は、代表取締役の指示のもと、当社グループ全体の内部統制及び各業務プロセス
の統制活動を強化し、財務報告に係る内部統制の適切かつ適正な運用を行う。
　また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

　　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　　１．当社は、取締役会規定並びに常務会規定の定めに基づき取締役会議事録並びに常務会

議事録を本社総務部門において10年間保管する。
　　　２．本社総務部門は、取締役または監査役が取締役会議事録もしくは常務会議事録の閲覧

を要請したときは、速やかにこれを閲覧に供せねばならない。

－ 17 －
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　　③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　１．当社及び当社グループに及ぶ総合的なリスクの監視並びに対応は本社総務部門が担い、

財物リスク、法務リスク、環境リスク、労務リスク、情報セキュリティー、取引信用
リスク等、各部門所管業務に付随するリスクの管理は当該部門が行う。

　　　２．当社及び当社グループが危機的な状況に置かれた際の基本対応を危機管理規則並びに
災害対策規則として定める。

　　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　１．当社は、当社グループの経営理念及び経営方針を定め、これらを具現化するために中

期経営計画を策定する。
　　　２．当社は、経営の意思決定の迅速化と事業活動の機動性を確保するために執行役員制度

を制定する。
　　　３．取締役会は、執行役員の選任を行うとともに執行役員規定及び執行役員会規定を定め、

執行役員の業務執行を監督する。

　　⑤　当社並びに当社関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、関係会社が業務の適正を確保するために関係会社管理規程を定め、同規程に
基づき経営戦略部門が関係会社を所管する。
　また、当社は、当社役員または従業員に関係会社の取締役または監査役を兼務させ、
当該兼務者をして関係会社の取締役の職務執行状況を報告させる。

　　　１．経営戦略部門は、職務権限規程に則り関係会社に対し企業統治等、業務の適正を確保
するための総合的な助言・指導を行う。

　　　２．監査部門は、関係会社に対し定期的な業務監査を行う。
　　　３．法務部門並びに本社総務部門は、関係会社に対し法令遵守等の助言・指導を行う。
　　　４．輸出管理部門は、関係会社に対し安全保障輸出管理の助言・指導を行う。
　　　５．ISO管理部門は、関係会社に対し環境保全・品質管理に関する指導・審査を行う。
　　　６．人事部門は、関係会社に対し労務管理の助言・指導を行う。
　　　７．経理部門並びに財務部門は、関係会社に対し財務・会計に関する助言・指導を行う。

－ 18 －

業務の適正を確保するための体制
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　　⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　１．当社は、監査役会と協議のうえ監査役の職務を補助すべき使用人を設置しない。但し、
監査役から特段の求めがあったときは、臨時にこれを設置する。

　　　２．臨時に監査役の補助をする者は、管理部門に属する非管理職者とし、監査役の補助に
従事するときは監査役以外からの指揮命令を受けない。

　　　３．臨時に監査役の補助をする者の補助に従事した期間に係る人事考課並びに人事異動は
監査役会に意見を求める。

　　⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制並びにその他の監査役への報告に関す
る体制

　　　１．取締役及び従業員は、監査役会に対し法定事項に加え当社及び当社グループに重要な
影響を及ぼす事項、会計監査人及び内部監査人による監査の状況、その他コンプライ
アンス上重要な事項等を報告するものとし、報告したことを理由に不利益な取り扱い
を受けることはない。

　　　２．当社は、企業倫理ホットラインの運用により、法令・定款等に違反する重大な事実、
その他コンプライアンス上重要な事項等について、知り得たときは監査役へ適切な報
告をする。

　　⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　１．監査役会と代表取締役との間で、定期的に意見交換会を開催する。
　　　２．当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは支出した費用の

償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行に必
要ではないと認められた場合を除き、これに応じる。

－ 19 －

業務の適正を確保するための体制
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　⑸　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社においては、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針を取締役会において
決議し、全社において適切に運用いたしております。
　当事業年度におきましては、職務権限規程の改定整備を実施するなど、業務の適正を確保
するための見直し作業も適時行っております。
　また、企業倫理の確固たる確立を図るため、役員・執行役員においては毎月1回、管理職
者においては隔月1回、コンプライアンス並びにコーポレート・ガバナンスを主なテーマと
した階層別教育を実施するとともに、全役職者を対象としたeラーニングを実施するなど、
経営品質の向上を絶えず図っております。

　⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと認識し、安定した配当
の維持継続を基本方針としております。
　今後もこの方針を維持しつつ、配当性向30％を指標とし、業績に裏づけられた適正な利益
還元に努めます。
　当事業年度の期末配当につきましては、普通配当を１株につき16円50銭とさせていただき
ます。
　既に中間配当として１株につき12円50銭をお支払いいたしておりますので、年間の配当金
は29円になります。

－ 20 －

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要、剰余金の配当等の決定に関する方針
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【70,877】
6,747

38,119
19,498
3,013

2
565

2,093
852

△16
【10,759】
［4,135］

1,288
7

102
2,664

72
［185］

［6,438］
4,951

170
1,354
△37

流 動 負 債 【40,537】
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 33,705
未 払 法 人 税 等 1,083
賞 与 引 当 金 1,264
役 員 賞 与 引 当 金 95
そ の 他 4,388

固 定 負 債 【2,630】
リ ー ス 債 務 70
資 産 除 去 債 務 31
再評価に係る繰延税金負債 673
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,784
そ の 他 69

負 債 合 計 43,167
純 資 産 の 部

株 主 資 本 【35,742】
資 本 金 5,576
資 本 剰 余 金 5,359
利 益 剰 余 金 24,935
自 己 株 式 △128

その他の包括利益累計額 【2,707】
その他有価証券評価差額金 969
土 地 再 評 価 差 額 金 1,521
為 替 換 算 調 整 勘 定 184
退職給付に係る調整累計額 31

非 支 配 株 主 持 分 【19】
純 資 産 合 計 38,469

資 産 合 計 81,637 負 債 ・ 純 資 産 合 計 81,637

－ 21 －
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連 結 損 益 計 算 書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
(単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 120,534
売 上 原 価 105,172

売 上 総 利 益 15,362
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,028

営 業 利 益 4,333
営 業 外 収 益

受 取 利 息 30
受 取 配 当 金 101
仕 入 割 引 24
そ の 他 53 210

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
売 上 割 引 61
手 形 売 却 損 11
債 権 売 却 損 20
為 替 差 損 42
そ の 他 22 165
経 常 利 益 4,378

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 3
投 資 有 価 証 券 売 却 損 8 12

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,366
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,242
法 人 税 等 調 整 額 275 1,517
当 期 純 利 益 2,848
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,844

－ 22 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
(単位：百万円)

株　　　主　　　資　　　本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日 残 高 5,576 5,359 22,989 △127 33,797
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △844 △844
親会社株主に帰属する当期純利益 2,844 2,844
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
連 結 範 囲 の 変 動 △54 △54
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,945 △0 1,945
平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日 残 高 5,576 5,359 24,935 △128 35,742

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,637 1,484 208 94 3,425 15 37,238
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △844
親会社株主に帰属する当期純利益 2,844
自 己 株 式 の 取 得 △0
連 結 範 囲 の 変 動 △54
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △667 36 △23 △63 △718 4 △713

連結会計年度中の変動額合計 △667 36 △23 △63 △718 4 1,231
平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日 残 高 969 1,521 184 31 2,707 19 38,469

－ 23 －
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連結注記表
〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 12社
連結子会社の名称

㈱東北カナデンテレコムエンジニアリング、カナデンサプライ㈱、カナデン冷熱プラント㈱、テク
ノクリエイト㈱、㈱カナデンテレシス、㈱カナデンテレコムエンジニアリング、㈱カナデンブレイ
ン、㈱カナデンテクノエンジニアリング、科拿電（香港）有限公司、KANADEN CORPORATION 
SINGAPORE PTE. LTD.、科拿電国際貿易（上海）有限公司、KANADEN（THAILAND）CO., 
LTD.

　上記のうち、KANADEN（THAILAND）CO., LTD.については、当連結会計年度において重要性
が増したため、連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
　関連会社（菱神電子エンジニアリング㈱は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　科拿電（香港）有限公司、KANADEN CORPORATION SINGAPORE PTE. LTD.、科拿電国際貿
易（上海）有限公司及びKANADEN（THAILAND）CO., LTD.の決算日は12月31日であり、連結決
算日との差は３ヶ月以内であるため連結計算書類の作成にあたっては、当該連結子会社の事業年度に係
る財務諸表を使用しております。
　連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券…………………………償却原価法による定額法
その他有価証券

時価のあるもの……………………………決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。)

時価のないもの……………………………移動平均法による原価法
②デリバティブ…………………………………時価法

－ 24 －
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③たな卸資産……………………………………主として移動平均法による原価法
(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定しております。)

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産…………………………………
(リース資産は除く)

当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在外連結子会
社は定額法を採用しております。（ただし、当社及び国内
連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属
設備を除く）は定額法を採用しております。）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～50年
機械装置及び運搬具 15～17年
工具、器具および備品  2 ～20年

②無形固定資産…………………………………
(リース資産は除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産

………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金……………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額
を計上しております。

②賞与引当金……………………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、実際支
給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③役員賞与引当金………………………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、実際支給
見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

－ 25 －

連結注記表



2016/05/26 9:34:02 / 15173194_株式会社カナデン_招集通知（Ｃ）

⑷　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………………………為替予約取引
ヘッジ対象…………………………………外貨建金銭債権債務

③ヘッジ方針
　当社では、為替予約は通常の営業取引に係る為替変動リスク回避の目的で実需の範囲内で利用して
おり、投機目的のためのデリバティブ取引は行っておりません。

④ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計
を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

⑹　のれんの償却に関する事項
　のれんは、発生年度より実質的判断による年数の見積りが可能なものはその見積り年数で、その他
については５年間で定額法により償却しております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①退職給付に係る負債の計上基準
ⅰ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。
ⅱ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）
による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（14年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。
②消費税等の会計処理…………………………税抜方式であります。

５．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 26 －
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〔会計方針の変更に関する注記〕
（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と
いう。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計
基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下
「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対
する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年
度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合に
ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の
連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分
から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項⑷、連結会計基準第44－５項⑷及び
事業分離等会計基準第57－４項⑷に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将
来にわたって適用しております。
　これによる連結計算書類に与える影響はありません。

（追加情報）
（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法
律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結
会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金
負債の計算に使用する法定実効税率は、前連結会計年度の計算において使用した32.34％から平成28年４月
１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異
等については30.90％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に
ついては、30.66％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は36百万円減少し、法
人税等調整額が59百万円、その他有価証券評価差額金が22百万円、退職給付に係る調整累計額が０百万円増
加しております。
　また、再評価に係る繰延税金負債は36百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。

－ 27 －
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〔連結貸借対照表に関する注記〕
１．有形固定資産の減価償却累計額 3,446百万円
２．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 9百万円
３．受取手形割引高 499百万円
４．土地再評価法の適用

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法
律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法…………………………………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める地価税法、及び第３号
に定める土地課税台帳に基づき、奥行価格補正等の合理的
な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日………………………平成14年３月31日

－ 28 －

連結注記表
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数 (株)

当連結会計年度
増加株式数 (株)

当連結会計年度
減少株式数 (株)

当連結会計年度
末 株 式 数  (株 )

発 行 済 株 式
普 通 株 式 30,310,000 － － 30,310,000

合　計 30,310,000 － － 30,310,000
自 己 株 式

普　 通　 株　 式(注) 163,931 706 － 164,637
合　計 163,931 706 － 164,637

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加706株は、単元未満株式の買取りによる増加706株であります。

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 2 7 年 ５ 月 1 4 日
取 締 役 会 普通株式 467 15.5 平成27年３月31日 平成27年６月12日

平成27年10月27日
取 締 役 会 普通株式 376 12.5 平成27年９月30日 平成27年11月27日

計 844

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成28年５月13日
取 締 役 会 普通株式 497 利益剰余金 16.5 平成28年

３月31日
平成28年
6月8日

－ 29 －
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〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、事業活動を行う上での十分な流動性を確保していることから資金の調達ニーズはな
く、余資運用については短期運用を中心として、長期運用も含めて元本保証型金融商品のみで運用して
います。
　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、得意先信用管理規則に従い、営業債
権について、各事業部門が得意先の業態・資力に応じた信用限度設定を行うとともに、必要に応じて担
保等の提供を受けるほか、定期的に得意先の状況と債権推移をモニタリングし、財務状態等の悪化によ
る回収懸念の早期把握や軽減を図っています。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした
先物為替予約取引のみであり、月別に把握した為替変動リスクに対して、必要に応じて先物為替予約を
利用してヘッジしており、月次の為替予約の状況とヘッジ有効性の評価について常務会に報告していま
す。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注２) 参照）。

連結貸借対照表
計上額 (百万円) 時価（百万円） 差額（百万円）

⑴　現金及び預金 6,747 6,747 －
⑵　受取手形及び売掛金 38,119 38,119 －
⑶　有価証券及び投資有価証券 24,332 24,338 5
⑷　未収入金 2,093 2,093 －

資産計 71,293 71,298 5
⑸　支払手形及び買掛金 33,705 33,705 －
⑹　未払法人税等 1,083 1,083 －

負債計 34,788 34,788 －
⑺　デリバティブ取引（＊１） 0 0 －

（＊１）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

－ 30 －

連結注記表



招
集
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/05/26 9:34:02 / 15173194_株式会社カナデン_招集通知（Ｃ）

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金、並びに⑷未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
⑶有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格によっております。

負債
⑸支払手形及び買掛金、⑹未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
⑺デリバティブ取引
　時価については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 117
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑶有価証
券及び投資有価証券」には含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１．１株当たり純資産額 1,275円48銭
２．１株当たり当期純利益 94円34銭

－ 31 －
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貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【64,737】
3,616
7,580

28,710
19,498
2,469

1
632
116
504

1,581
37

△13
【11,113】
［3,875］

1,152
7

78
2,579

58
［167］

137
30

［7,069］
3,903
1,855

79
22
9

152
1,158
△112

流 動 負 債 【37,997】
支 払 手 形 2,289
買 掛 金 29,738
リ ー ス 債 務 22
未 払 金 918
未 払 法 人 税 等 1,025
前 受 金 1,739
預 り 金 45
賞 与 引 当 金 1,094
役 員 賞 与 引 当 金 83
受 入 保 証 金 719
そ の 他 321

固 定 負 債 【2,435】
リ ー ス 債 務 41
退 職 給 付 引 当 金 1,654
資 産 除 去 債 務 17
長 期 未 払 金 48
再評価に係る繰延税金負債 673

負 債 合 計 40,432
純 資 産 の 部

株 主 資 本 【32,926】
資 本 金 ［5,576］
資 本 剰 余 金 ［5,359］

資 本 準 備 金 5,359
利 益 剰 余 金 ［22,119］

利 益 準 備 金 588
そ の 他 利 益 剰 余 金 21,530

別 途 積 立 金 16,740
繰 越 利 益 剰 余 金 4,790

自 己 株 式 ［△128］
評 価 ・ 換 算 差 額 等 【2,491】

その他有価証券評価差額金 969
土 地 再 評 価 差 額 金 1,521
純 資 産 合 計 35,417

資 産 合 計 75,850 負 債 ・ 純 資 産 合 計 75,850

－ 32 －

貸借対照表
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損 益 計 算 書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
(単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高

商 品 売 上 高 110,342
手 数 料 収 入 186 110,529

売 上 原 価 98,206
売 上 総 利 益 12,322

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,421
営 業 利 益 3,900

営 業 外 収 益
受 取 利 息 28
受 取 配 当 金 119
仕 入 割 引 24
不 動 産 賃 貸 料 40
そ の 他 25 237

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
売 上 割 引 61
手 形 売 却 損 11
債 権 売 却 損 19
為 替 差 損 38
そ の 他 13 151
経 常 利 益 3,986

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2
関 係 会 社 株 式 評 価 損 17
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 75 94

税 引 前 当 期 純 利 益 3,892
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,127
法 人 税 等 調 整 額 265 1,392
当 期 純 利 益 2,499

－ 33 －
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株主資本等変動計算書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
(単位：百万円)

株　　　主　　　資　　　本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
平成27年４月１日残高 5,576 5,359 － 5,359 588 16,740 3,135 20,463 △127 31,271
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △844 △844 △844
当 期 純 利 益 2,499 2,499 2,499
自己株式の取得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 1,655 1,655 △0 1,654
平成28年３月31日残高 5,576 5,359 － 5,359 588 16,740 4,790 22,119 △128 32,926

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成27年４月１日残高 1,637 1,484 3,122 34,394
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △844
当 期 純 利 益 2,499
自己株式の取得 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) △667 36 △630 △630

事業年度中の変動額合計 △667 36 △630 1,023
平成28年３月31日残高 969 1,521 2,491 35,417

－ 34 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴　満期保有目的の債券…………………………償却原価法による定額法
⑵　子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法
⑶　その他有価証券

①時価のあるもの………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。)

②時価のないもの………………………………移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法…………主として移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定しております。)

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産…………………………………
(リース資産を除く)

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く）については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15～50年
機械及び装置 15～17年
工具、器具及び備品  2 ～20年

⑵　無形固定資産…………………………………
(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

⑶　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産

………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、
為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債
務については、当該為替予約の円貨額に換算しております。
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５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金……………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額
を計上しております。

⑵　賞与引当金……………………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、実際支
給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金………………………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、実際支給
見込額の当事業年度負担額を計上しております。

⑷　退職給付引当金………………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額
を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（14年）による定額法により費用処理し
ております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。

６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法……………………………為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。
⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………………………為替予約取引
ヘッジ対象…………………………………外貨建金銭債権債務

⑶　ヘッジ方針……………………………………当社では、為替予約は通常の営業取引に係る為替変動リス
ク回避の目的で実需の範囲内で利用しており、投機目的の
ためのデリバティブ取引は行っておりません。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法……………………ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘ
ッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の
変動額等を基礎にして判断しております。
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７．その他計算書類作成のための重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理……………………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤

務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑵　消費税等の会計処理…………………………税抜方式であります。
８．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

〔貸借対照表に関する注記〕
１．有形固定資産の減価償却累計額 3,231百万円
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 2,506百万円
長期金銭債権 79百万円
短期金銭債務 12,128百万円

３．受取手形割引高 499百万円
４．土地再評価法の適用

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法
律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法…………………………………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める地価税法、及び第３号
に定める土地課税台帳に基づき、奥行価格補正等の合理的
な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日………………………平成14年３月31日

〔損益計算書に関する注記〕
１．関係会社との取引高

売上高 3,646百万円
仕入高 59,962百万円
営業取引以外の取引高 121百万円
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度 期 首
株 式 数  ( 株 )

当 事 業 年 度
増加株式数 (株)

当 事 業 年 度
減少株式数 (株)

当 事 業 年 度 末
株 式 数  ( 株 )

普 通 株 式 163,931 706 － 164,637
合　　　　　計 163,931 706 － 164,637

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加706株は、単元未満株式の買取りによる増加706株であります。

〔税効果会計に関する注記〕
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 338百万円
未払事業税 70百万円
退職給付引当金 507百万円
長期未払金 14百万円
貸倒引当金 15百万円
ゴルフ会員権評価損 25百万円
減損損失 12百万円
たな卸資産評価損 14百万円
その他 180百万円
繰延税金資産小計 1,178百万円
評価性引当額 △111百万円
繰延税金資産合計 1,066百万円

繰延税金負債
資産除去債務 △1百万円
その他有価証券評価差額金 △407百万円
繰延税金負債合計 △409百万円
繰延税金資産の純額 657百万円

（注） 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産 504百万円
固定資産－繰延税金資産 152百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 33.10％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.29％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.37％
住民税均等割額 0.60％
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.71％
その他 △0.54％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.79％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等
の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始
する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び
繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、前事業年度の計算において使用した32.34％から平成
28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時
差異等については30.90％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異
等については、30.66％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は31百万円減少
し、法人税等調整額が54百万円、その他有価証券評価差額金が22百万円増加しております。
　また、再評価に係る繰延税金負債は36百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。

－ 39 －

個別注記表



2016/05/26 9:34:02 / 15173194_株式会社カナデン_招集通知（Ｃ）

〔退職給付に関する注記〕
１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、確定給付型企業年金制度を採用しております。また、従業員の退職
等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払
う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項（平成28年３月31日現在）
⑴　退職給付債務 △6,116百万円
⑵　年金資産 4,506百万円
⑶　未積立退職給付債務⑴＋⑵ △1,609百万円
⑷　未認識数理計算上の差異 △162百万円
⑸　未認識過去勤務費用 117百万円
⑹　貸借対照表計上額純額⑶＋⑷＋⑸ △1,654百万円
⑺　退職給付引当金 △1,654百万円

３．退職給付費用に関する事項（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）
⑴　勤務費用 270百万円
⑵　利息費用 42百万円
⑶　期待運用収益 △68百万円
⑷　数理計算上の差異 2百万円
⑸　過去勤務費用 26百万円
⑹　退職給付費用⑴＋⑵＋⑶＋⑷＋⑸ 273百万円

（注） 上記退職給付費用以外に、割増退職金９百万円を支払っており、販売費及び一般管理費として計上
しております。

－ 40 －
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
⑴　退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
⑵　割引率 0.7％
⑶　期待運用収益率 1.5％
⑷　過去勤務費用の処理年数 14年

　発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しており
ます。

⑸　数理計算上の差異の処理年数 14年
　各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により翌事
業年度から費用処理しております。

〔関連当事者との取引に関する注記〕
１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社等
の名称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容
議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社 三 菱 電 機 ㈱ 東京都

千代田区 175,820 電機機器
の製造

直接
24.9

間接
0.1

当社は三菱電
機 ㈱ の 代 理
店・特約店
役員の兼任等

商品の売上 1,738 売掛金
前受金

308
31

商品の仕入 59,099
買掛金
前渡金
未収入金

11,700
629
936

上記取引に係
る仕入割引 23 － －

（注）１　取引条件及び取引条件の決定方針等
　売上高、仕入高及び仕入割引についての価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上取
引価格を決定しております。

２　議決権等の被所有割合
　関係会社である三菱電機㈱が24.9％直接所有し、その子会社である三菱電機住環境システムズ㈱他
計４社が0.1％を間接所有しております。

３　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますので、取引金額には消費税等を含まず、期末残高に
は消費税等を含んでおります。
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２．兄弟会社等

種類 会社等
の名称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容
議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社の
子会社

三菱電機住環境
シ ス テ ム ズ ㈱

東京都
台東区 2,627

住宅設備機器
及び家庭電気
機器の販売

0.0 同社製品等の
販売・仕入

商品の売上 62 売掛金 4

商品の仕入 4,988
支払手形
買掛金
未収入金

40
1,493

138

その他
の関係
会社の
子会社

三 菱 電 機 プ ラ ン ト
エンジニアリング㈱

東京都
台東区 350

重電関係プラン
ト及び機器のメ
ンテナンスサー
ビス並びにエン
ジニアリング

0.0 同社製品等の
販売・仕入

商品の売上 108 売掛金 18

商品の仕入 1,338
支払手形
買掛金
未収入金

32
890

4

（注）１　取引条件及び取引条件の決定方針等
　売上高、仕入高についての価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上取引価格を決定
しております。

２　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますので、取引金額には消費税等を含まず、期末残高に
は消費税等を含んでおります。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１．１株当たり純資産額 1,174円91銭
２．１株当たり当期純利益 82円91銭

－ 42 －
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日
株式会社カナデン
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森　谷　和　正　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡　辺　雅　子　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社カナデンの平成27年４月１日から平成28年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
株式会社カナデン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日
株式会社カナデン
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森　谷　和　正　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡　辺　雅　子　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カナデンの平成27年４月１日から平成28年
３月31日までの第166期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び
その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表
示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第166期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業
報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る
事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。なお、財務報告に係る内部統制に
ついて、取締役及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につい
て検討いたしました。
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２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
財務報告に係る内部統制を含め指摘すべき事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　なお、第166期中に発生致しました当社元社員によるＪＲ貨物社員に対する贈賄事件に
つきましては2015年8月に執行猶予付きの有罪判決にて結審致しました。後発事象です
が、当社も2016年4月から6月にかけて営業停止の行政処分を受けております。

　当社は当該事件に関する「社内調査委員会報告」に基づき、再発防止に向け管理システ
ムの充実、役員始め社員全員の教育の徹底に鋭意取り組み、継続してコンプライアンスの
認識向上に努めております。また、2015年12月にコーポレートガバナンスコードも公表
し、コーポレート・ガバナンス、コンプライアンス全般に亘る管理理念を整備しました。
監査役会としては、当社の対応は十分に評価しうるものと判断しておりますが、引き続き
監視・検証してまいります。

平成28年５月11日
　　　　株式会社カナデン　監査役会

常勤監査役 藤　間　孝　雄　㊞
常勤監査役 杉　山　通　人　㊞
社外監査役 村　岡　　　実　㊞
社外監査役 野見山　　　豊　㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　　取締役８名選任の件
　　　本総会終結の時をもって取締役全員（８名）は任期満了となりますので、取締役８名の選

任をお願いいたしたいと存じます。
　　　取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

1
も と

本
は し

橋
の ぶ

伸
ゆ き

幸
(昭和32年12月31日生)

昭和55年４月 当社入社

10,577株

平成12年４月 当社機電事業部機電第三部長
平成13年４月 当社ＦＡ事業部ＦＡルート部長
平成16年10月 当社ＦＡ事業部ＦＡシステム三部長
平成18年４月 当社ＦＡ事業部ＦＡシステム一部長
平成22年４月 当社ＦＡ事業部副事業部長
平成25年６月 当社執行役員ＦＡ事業部長
平成27年６月 当社取締役ＦＡ事業部長

(現在に至る)
(重要な兼職の状況)
カナデンサプライ株式会社代表取締役社長
科拿電国際貿易（上海）有限公司董事長
KANADEN（THAILAND）CO., LTD. 代表取締役

［取締役候補者とした理由等］
　本橋伸幸氏は、長年にわたり当社の主力事業であるＦＡシステム事業に携わり、事業責任者として基幹ビジ
ネスの収益基盤強化を図り、海外ビジネスの展開を指揮するなど卓越した見識とリーダーシップを有してお
り、当社の持続的な発展に必要な人材でありますので、引き続き取締役としての選任をお願いするものであり
ます。

－ 47 －
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

2
し ま

島
も と

本
か ず

和
の り

徳
(昭和31年 7 月30日生)

昭和54年４月 当社入社

20,984株

平成15年10月 当社経営企画室副室長
平成20年６月 当社執行役員経理財務室長
平成21年６月 当社取締役経理財務室長
平成23年６月 当社取締役経理財務室長兼総務人事室長
平成26年４月 当社取締役経理財務室長
平成27年５月 当社取締役経理財務室長兼経営戦略室長兼

コンプライアンス室長
平成27年８月 当社常務取締役経理財務室長兼コンプライ

アンス室長兼経営戦略室長兼中部支店長兼
東北支店長

平成28年２月 当社常務取締役経理財務室長兼コンプライ
アンス室長兼経営戦略室長

平成28年４月 当社常務取締役経理財務室長兼経営戦略室
長

平成28年５月 当社常務取締役経理財務室長
(現在に至る)

(重要な兼職の状況)
株式会社寺岡製作所社外監査役

［取締役候補者とした理由等］
　島本和徳氏は、7期にわたり取締役として当社経営に携わり、経理・財務を中心に内部管理体制の整備を図る
など、経営基盤の強化に手腕を発揮してきており、当社の持続的な発展に必要な人材でありますので、引き続
き取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

3
やなぎ

柳
だ

田
ま さ

雅
ひ で

英
(昭和34年 9 月 8 日生)

昭和58年４月 三菱電機株式会社入社

－

平成23年６月 同社神奈川支社総務部長
平成24年４月 同社関西支社経理部長
平成27年４月 同社営業本部事業企画部長

(現在に至る)
平成27年６月 当社取締役

(現在に至る)
［社外取締役候補者とした理由等］
　柳田雅英氏は、三菱電機株式会社営業本部事業企画部長の職にあり、グループ企業の経営に対し豊富な経験
を有しておられることから、社外取締役として選任をお願いするものであります。
　なお、同氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって
１年であります。
　また、当社は三菱電機株式会社と取引関係にあり、同社は当社の株式（自己株式を控除した出資比率24.90％）
を保有しております。

4
じ ん

神 　 　
たけし

毅
(昭和13年 3 月21日生)

昭和39年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

1,593株

昭和39年４月 小林俊三・今井忠男法律事務所（現中外合
同法律事務所）入所

平成15年６月 日本食品化工株式会社監査役
(現在に至る)

平成18年７月 当社顧問弁護士
(現在に至る)

平成27年６月 当社取締役
(現在に至る)

(重要な兼職の状況)
日本食品化工株式会社社外監査役

［社外取締役候補者とした理由等］
　神　毅氏は、弁護士として企業法務に精通されており、上場企業の監査役を経験しておられることから、社
外取締役として選任をお願いするものであります。
　なお、同氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって
１年であります。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

5
な が

永
し ま

島
よ し

義
ろ う

郎
(昭和27年 4 月 7 日生)

昭和50年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行）入行

－

平成７年１月 同行相模原支店長
平成８年10月 同行融資第二部次長
平成11年10月 同行融資第二部副部長
平成12年７月 同行融資部副部長
平成14年５月 同行虎ノ門支社長
平成16年６月 東京ダイヤモンド再生・債権回収株式会社

（現エム・ユー・フロンティア債権回収株
式会社）代表取締役社長

平成17年10月 エム・ユー・フロンティア債権回収株式会
社代表取締役副社長

平成21年６月 日本カーバイド工業株式会社常勤監査役
(現在に至る)

(重要な兼職の状況)
日本カーバイド工業株式会社常勤監査役

［社外取締役候補者とした理由等］
　永島義郎氏は、金融機関での長年の経験に加え、会社経営の経験を有されております。また、上場企業の監
査役をされておられることから、社外取締役としての選任をお願いするものであります。

6
う め

梅
ざ き

崎
あ き

昭
み つ

光
(昭和29年 2 月 1 日生)

昭和47年４月 三菱電機株式会社入社

17,481株

平成17年４月 同社通信システム事業本部通信事業部副事
業部長

平成17年10月 当社出向
平成17年10月 当社執行役員電子事業部長
平成18年10月 当社入社
平成23年６月 当社執行役員中部支店長
平成26年４月 当社執行役員設備事業部長
平成26年６月 当社取締役設備事業部長
平成27年５月 当社取締役設備事業部副事業部長
平成28年５月 当社取締役設備事業部長

(現在に至る)
(重要な兼職の状況)
カナデン冷熱プラント株式会社代表取締役社長

［取締役候補者とした理由等］
　梅崎昭光氏は、2期にわたり取締役として当社経営に携わったほか、約8年余りにわたり当社執行役員として
事業責任者を歴任するなど、豊富な経験と秀でた能力を有しており、当社の持続的発展に必要な人材でありま
すので、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 50 －
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

7
つ ね

恒
か わ

川
ゆ き

幸
お

夫
(昭和31年10月16日生)

昭和54年４月 当社入社

16,525株

平成23年10月 当社交通事業部副事業部長
平成25年６月 当社執行役員交通事業部長
平成26年４月 当社執行役員経営戦略室長
平成26年６月 当社取締役経営戦略室長
平成27年４月 当社取締役経営戦略室長兼コンプライアン

ス室長
平成27年５月 当社取締役経営戦略室副室長
平成28年５月 当社取締役経営戦略室長

(現在に至る)
［取締役候補者とした理由等］
　恒川幸夫氏は、当社における長年の事業部門経験に加え、取締役として経営企画部門を担当するなど、バラ
ンス感覚に優れ、当社の持続的発展に必要な人材でありますので、引き続き取締役としての選任をお願いする
ものであります。

8
も り

森 　
ひ さ

寿
た か

隆
(昭和35年 6 月15日生)

昭和58年４月 当社入社

5,511株

平成16年４月 当社九州支店福岡営業所産業システム部長
平成19年10月 当社九州支店福岡営業所長
平成22年７月 当社経営戦略室事業戦略推進部長
平成26年４月 当社執行役員中部支店長
平成28年４月 当社執行役員関西支社副支社長

(現在に至る)
［取締役候補者とした理由等］
　森　寿隆氏は、当社において営業所長、支店長を歴任するなど、当社事業に広く精通し、卓越した営業力と
技術力を備え、組織運営に秀でており、当社の持続的な発展にその手腕に期待し、取締役としての選任をお願
いするものであります。
（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．各候補者の所有する当社株式の数は、役員持株会又は従業員持株会における持分を含んでおります。
(１株未満切捨表示)

３．取締役候補者の柳田雅英氏、神　毅氏、永島義郎氏は、社外取締役候補者であります。
４．社外取締役候補者の神　毅氏は、平成28年６月28日開催予定の日本食品化工株式会社定時株主総会

終結の時をもって、同社の社外監査役を退任する予定であります。
５．社外取締役候補者の永島義郎氏は、平成28年６月29日開催予定の日本カーバイド工業株式会社定時

株主総会終結の時をもって、同社の常勤監査役を退任する予定であります。
６．社外取締役候補者の神　毅氏は、当社と顧問弁護士契約を締結しておりますが、その報酬額は僅少で

あり、独立性を損なうものではありません。

－ 51 －

取締役８名選任の件



2016/05/26 9:34:02 / 15173194_株式会社カナデン_招集通知（Ｃ）

７．社外取締役候補者の柳田雅英氏は、当社の特定関係事業者である三菱電機株式会社から過去２年間に
おいて使用人としての報酬を受けており、今後も受ける予定であります。

８．社外取締役候補者の神　毅氏は、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、
当社は同取引所に対して、同氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。また、社外取
締役候補者の永島義郎氏は、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、当社
は同取引所に対し、同氏を独立役員とする独立役員届出書を提出する予定であります。

－ 52 －
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第２号議案　　監査役４名選任の件
　　　本総会終結の時をもって監査役全員（４名）は任期満了となりますので、監査役４名の選

任をお願いいたしたいと存じます。
　　　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　　　監査役候補者は次のとおりであります。
候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

1
す ぎ

杉
や ま

山
み ち

通
と

人
(昭和26年 4 月25日生)

昭和50年４月 当社入社

17,319株

平成13年10月 当社ＦＡ事業部副事業部長
平成14年10月 当社海外事業部副事業部長
平成15年４月 当社東北支店副支店長
平成15年10月 当社ＦＡ事業部副事業部長
平成20年４月 当社監査部長
平成24年６月 当社監査役

(現在に至る)
［監査役候補者とした理由等］
　杉山通人氏は、当社における長年の事業部門経験に加え、監査部長を経て、当社常勤の監査役に就任し1期
（4年）を経過しております。当社事業の内容に明るく、適確な監査を行ってきておりますので、引き続き監査
役としての選任をお願いするものであります。

2
ど

土
い

井 　
け い

啓
(昭和43年 3 月13日生)

平成２年４月 三菱電機株式会社入社

－

平成19年４月 同社機器営業第二部販路課長
平成21年10月 同社機器計画部ＦＡダイレクトコミュニケ

ーションセンター長
平成24年10月 同社中部支社機器第一部販路課長
平成28年４月 同社営業本部事業企画部代理店グループマ

ネージャー
(現在に至る)

［社外監査役候補者とした理由等］
　土井　啓氏は、会社経営に関与した経験はありませんが、三菱電機株式会社営業本部事業企画部代理店グル
ープマネージャーの職にあり、グループ企業の監督に関する十分な知識を有しておられますので、社外監査役
として選任をお願いするものであります。
　なお、当社は三菱電機株式会社と取引関係にあり、同社は当社の株式（自己株式を控除した出資比率24.90％）
を保有しております。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

3
の

野
み

見
や ま

山
 

　
 

　
ゆたか

豊
(昭和29年 3 月16日生)

昭和52年４月 株式会社大和銀行入行

－

平成16年４月 株式会社寺岡製作所入社
平成17年７月 同社総務部長
平成19年 6 月 同社執行役員管理本部副本部長
平成20年 6 月 同社取締役管理本部長
平成23年 6 月 同社常勤監査役

(現在に至る)
平成23年６月 当社監査役

(現在に至る)
(重要な兼職の状況)
株式会社寺岡製作所常勤監査役

［社外監査役候補者とした理由等］
　野見山　豊氏は、株式会社寺岡製作所の常勤監査役であり、同社管理部門の要職を歴任するなど、経営に対
し高い見識を有しておられますので、社外監査役として選任をお願いするものであります。
　なお、同氏は、現在、当社の社外監査役であり、社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって
５年であります。

－ 54 －

監査役４名選任の件
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

4
い っ

一
ぽ う

法
し

師 　
の ぶ

信
た け

武
(昭和19年 9 月16日生)

昭和46年８月 ピート・マーウィック・ミッチェル会計士
事務所入所

－

昭和50年３月 公認会計士登録
昭和51年１月 監査法人東京丸の内事務所（現有限責任監

査法人トーマツ）入所
平成７年７月 日本公認会計士協会理事
平成13年７月 日本公認会計士協会常務理事
平成17年４月 東北大学会計大学院教授
平成19年６月 株式会社タチエス監査役
平成20年10月 全国健康保険協会監事
平成21年４月 学校法人桐朋学園監事

(現在に至る)
平成21年４月 仙台青葉学院短期大学教授
平成26年12月 社会福祉法人八王子いちょうの会監事

(現在に至る)
平成27年６月 一般社団法人日本経営協会監事

(現在に至る)
平成28年３月 全国商店街振興組合連合会監事

(現在に至る)
［社外監査役候補者とした理由等］
　一法師信武氏は、会社経営に関与した経験はありませんが、公認会計士や税理士資格を有し、会計分野に関
する研究及び教授等を通じ、財務・会計に関する相当な知見を有しておられます。
　また、上場企業の監査役をされたご経験もあることから、社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。
（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．各候補者の所有する当社株式の数は、役員持株会における持分を含んでおります。
（1株未満切捨表示）

３．監査役候補者の土井　啓氏、野見山　豊氏、一法師信武氏は、社外監査役候補者であります。
４．社外監査役候補者の土井　啓氏は、当社の特定関係事業者である三菱電機株式会社から過去２年間に

おいて使用人としての報酬を受けており、今後も受ける予定であります。
５．社外監査役候補者の野見山　豊氏は、現在当社の社外監査役であり、株式会社東京証券取引所の定め

る独立役員の要件を満たしており、当社は同取引所に対して、同氏を独立役員とする独立役員届出書
を提出しております。また、社外監査役候補者の一法師信武氏は、株式会社東京証券取引所の定める
独立役員の要件を満たしており、当社は同取引所に対して、同氏を独立役員とする独立役員届出書を
提出する予定であります。
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第３号議案　　補欠監査役２名選任の件
　　　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名の選任をお願い

いたしたいと存じます。
　　　補欠監査役候補者は次のとおりであり、鳥越純也氏は社外監査役候補者土井　啓氏の補欠

者であり、内藤雅和氏は社外監査役候補者野見山　豊氏の補欠者であります。
　　　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

1
と り

鳥
ご え

越
じゅん

純
や

也
(昭和45年 2 月28日生)

平成４年４月 三菱電機株式会社入社

－

平成22年10月 同社九州支社総務部人事研修課長
平成24年７月 同社営業本部事業企画部コンプライアンス

グループマネージャー
平成24年10月 同社営業本部コンプライアンス部コンプラ

イアンスグループマネージャー
(現在に至る)

［補欠社外監査役候補者とした理由等］
　鳥越純也氏は、会社経営に関与した経験はありませんが、三菱電機株式会社営業本部コンプライアンス部コ
ンプライアンスグループマネージャーの職にあり、グループ企業の監督に関する十分な知識と経験を有してお
られますので、補欠監査役として選任をお願いするものであります。
　なお、当社は三菱電機株式会社と取引関係にあり、同社は当社の株式（自己株式を控除した出資比率24.90％）
を保有しております。

－ 56 －
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

2
な い

内
と う

藤
ま さ

雅
か ず

和
(昭和30年 9 月27日生)

昭和55年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行）入行

－

平成21年９月 株式会社寺岡製作所入社
平成22年４月 同社経理部長
平成23年10月 同社管理本部副本部長
平成24年１月 同社管理本部副本部長兼経営企画室長
平成24年４月 同社管理本部長兼経営企画室長
平成24年６月 同社取締役管理本部長兼経営企画室長
平成25年12月 同社取締役管理本部長兼ＰＴＩ事業本部長

兼経営企画室長
平成27年６月 同社常務取締役管理本部長兼ＰＴＩ事業本

部長兼経営企画室長
(現在に至る)

［補欠社外監査役候補者とした理由等］
　内藤雅和氏は、株式会社寺岡製作所の常務取締役管理本部長であり、同社管理部門の要職を歴任し、経営に
対し高い見識を有しておられますので、補欠監査役として選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．補欠監査役候補者の鳥越純也氏及び内藤雅和氏は、補欠社外監査役候補者であります。
３．補欠社外監査役候補者の鳥越純也氏は、当社の特定関係事業者である三菱電機株式会社から過去２年

間において使用人としての報酬を受けており、今後も受ける予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図
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汐留駅

ゆりかもめ
汐留駅

都営浅草線
新橋駅

環状第二号線（新虎通り）

会　場　　東京都港区新橋四丁目22番４号
電話　03（3433）1211（代表）

東京メトロ銀座線新橋駅下車徒歩５分
都営地下鉄浅草線新橋駅下車徒歩５分
ゆりかもめ新橋駅下車徒歩５分

ＪＲ新橋駅下車徒歩５分

株式会社カナデン
本 社 ５ 階 会 議 室

●節電のため、会場内の室温を高めに設定しております。株主の皆様におかれましては、
軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。

地図


